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資料１-(2)-① ひとり親家庭等の公的制度等の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母子世帯の主な福祉関係の公的制度等の利用状況 
（単位：％） 

父子世帯の主な福祉関係の公的制度等の利用状況 
（単位：％） 

（注）「令和３年度全国ひとり親世帯等調査」（厚生労働省）の結果に基づき、当省が作成した。 
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資料１-(2)-② 世帯の状況が「ひとり親世帯」（全体）の場合の支援制度を利用していない理由 

（注）「令和３年子供の生活状況調査の分析報告書」（令和３年 12 月内閣府）に基づき、当省が作成した。 
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資料２-(1)-① 「「母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する基本的な方針」「（ 

和７年３月 21 日内閣府告示第 31号）＜抜粋＞ 

第２ 母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の生活の安定と向上のため講じようとする施策の基本と

なるべき事項 

１．今後実施する母子家庭及び父子家庭並びに寡婦施策の基本的な方向性 

（１）国、都道府県及び市町村の役割分担と連携 

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦については、就業による自立促進を図ることが重要で 

あることから、就業支援を中心として、個々の家庭に寄り添ったきめ細かな福祉サービスの

推進に主眼を置いて、①子育てや生活支援策、②就業支援策、③養育費の確保策、④経済的

支援策を総合的に展開することとする。 

その際、国、都道府県及び市町村が、適切に役割を分担しながら、互いに連携することが

必要である。 

（略） 

市町村は、ひとり親家庭等日常生活支援事業、母子家庭生活向上事業、父子家庭生活向上

事業及び寡婦生活向上事業（以下「ひとり親家庭等生活向上事業」という。）等の国の補助

事業を積極的に活用するとともに、地域のニーズに応じた施策を検討・展開する。また、住

民に身近な地方公共団体として、母子家庭及び父子家庭並びに寡婦に対し、相談に応じると

ともに、生活困窮者自立支援制度や修学支援制度などの他施策を含め、母子家庭及び父子家

庭並びに寡婦に対する支援の施策や取組について分かりやすい情報提供を行うなど、個々の

家庭に寄り添ったきめ細かな支援を行うことが必要である。特に、市等では、児童扶養手当

の支給と自立支援を一体的に行う重要な役割を担うことが求められる。 

（２）関係機関相互の協力 

（略） 

（３）相談機能の強化 

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦は、母子家庭の母又は父子家庭の父になった理由や、自

身やこどもの年齢、住居や同居家族の状況、学歴・職歴や現在の職業、就業や転職への意欲

等により多様な支援を必要としており、また、配偶者からの暴力や児童虐待の課題等の多様

な課題を抱えている場合もある。このため、母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の相談支援に

当たっては、悩みや課題の内容のいかんにかかわらずまず相談できるような体制としつつ、

それぞれの悩みや課題に応じ、様々な支援メニューを組み合わせ、また、必要に応じて他の

支援機関につなげることによって、総合的・包括的な支援を行う必要がある。このため、母

子家庭及び父子家庭並びに寡婦の相談支援においては、IT 機器等の活用を図り、適切な支

援メニューをワンストップかつプッシュ型により提供する体制を整えることが重要である。 

（略） 

また、行政とのあらゆる接点を通じて困難に陥る前から相談・支援につなげ、必要な支援

メニューにつなげる体制を構築するため、離婚前から支援が必要な者に対する支援を行うと

ともに、離婚届提出時、児童扶養手当の受給資格認定時、現況届提出時等あらゆる機会を捉

え、支援窓口につなげる仕組みを構築する。あわせて、行政との関わりを持つ機会が持ちづ
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らい母子家庭及び父子家庭並びに寡婦についても、必要な支援が行き届くよう、母子生活支

援施設や地域の民間団体との連携により、きめ細かな相談・支援を行う仕組みを構築するこ

とが必要であり、このことによりソーシャルワーク機能の強化を図っていくことが重要であ

る。 

都道府県等及び市等は、福祉事務所等の相談窓口に、母子・父子自立支援員を適正に配置

した上で、更にそれぞれの実情に応じ、就業支援専門員や心理カウンセラー等を配置すると

ともに、臨床心理士や弁護士等の専門職種のバックアップを受けられる体制を整備する等

し、相談窓口のワンストップ化を推進する。あわせて、児童扶養手当、子育て支援、離婚や

妊娠に係る相談窓口や他の支援機関、地域の民間団体等との連携を密にすることにより、具

体的な支援メニューにつなげる支援体制を整備することが重要である。また、相談窓口の整

備に当たっては、地域の実情に応じ、母子生活支援施設等の児童福祉施設や民間団体と連携

した相談体制の構築も重要である。あわせて、相談支援を担う母子・父子自立支援員等の相

談員について、中長期的な継続した支援を行うことを前提とした人材の確保や育成をするこ

と及び資質の向上のための研修等の機会を提供すること等を通じて、相談機能の強化を図る

とともに、相談窓口並びに各種支援制度について、地域の母子家庭及び父子家庭並びに寡婦

に分かりやすい方法で周知することにより、各種の支援の利用を促すことが必要である。児

童扶養手当の受給資格認定時、現況届提出時等に、分かりやすい文体、デザインでひとり親

家庭に対する支援施策を記載したリーフレットや冊子を用い、窓口で案内を徹底していくこ

とに加え、支援を必要とする者に確実に情報等が届くよう、アウトリーチ型の相談や SNS 等

をはじめとした情報技術の活用を更に図っていくことが求められるとともに、行政内の各担

当部署が有する情報を把握・活用して相談支援を有意義なものとすることが求められる。 

（略） 

（４）子育て・生活支援の強化 

母子家庭の母及び父子家庭の父が、安心して子育てと就業・就業のための訓練との両立が

できるようにするため、また、就業が直ちに困難な場合に母子家庭の母及び父子家庭の父の

状態に応じた自立を図るためには、多様な保育サービスや子育て援助活動支援事業（ファミ

リー・サポート・センター事業）、子育て短期支援事業等の一般の子育て支援を積極的に活

用してもらうとともに、母子家庭の母及び父子家庭の父の居宅への家庭生活支援員の派遣等

による日常生活支援、母子家庭の母及び父子家庭の父に対する子育てに関する講習会等の開

催、親同士の情報交換の場の提供等に取り組むことが重要である。 

また、各種支援施策の実施に当たっては、地域の母子家庭や父子家庭に分かりやすい方法

で周知することが必要である。 

（略） 

こどもの生活・学習支援事業による学習支援等の実施に当たっては、児童福祉法に基づく

児童育成支援拠点事業及び生活困窮者自立支援制度における子どもの学習・生活支援事業と

の連携を図ることで、学習ボランティア等の人材が確保しやすくなる等、効果的かつ効率的

に事業を展開することが可能となり、また、個々のこどもの状況に応じた学習支援の提供が

可能となることが考えられることから、必要に応じて個別学習支援員を配置するほか、学習
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支援事業の担当者間で連携しながら、地域の母子家庭及び父子家庭のこどもへの学習支援等

の実施を推進していくことが重要である。さらに、事業の実施に当たっては、教育委員会や

関係団体と連携するなど地域資源を積極的に活用することが望ましく、また、現状では参加

していないこどもの参加を促す等の工夫が求められており、好事例や様々な課題への対応事

例の収集・展開などにより更なる普及を図っていくことが重要である。 

（５）就業支援の強化 

（略） 

（６）養育費の確保及び親子交流に関する取決めの促進 

養育費の確保については、養育費の取決めや確保が適切になされるよう、離婚する前から

の意識付けが重要であり、離婚する当事者に対して養育費等の取決めの重要性や法制度を理

解してもらうため、親支援講座の開催や情報提供、相談対応が重要である。また、養育費等

の取決め合意書のひな形を記載したパンフレットを離婚届と同時に交付すること等を通じ

た離婚当事者に対する周知啓発や、養育費の相談等に対応する者に対する研修等の支援、養

育費に係る各種手続等に関するパンフレット等の作成、弁護士による養育費相談の実施が重

要である。 

養育費の履行確保に向けては、父母の離婚後等の子の養育に関する見直しを行った民法等

の一部を改正する法律により、養育費等の債権に先取特権を付与するとともに、法定養育費

の規定等を設ける改正が行われたことを踏まえ、ひとり親家庭に向けた当事者目線での周

知・広報を行うことが重要である。 

また、親子交流については、基本的にはこどもの立場からその実施が望ましいことである

が、他方で、児童虐待や配偶者からの暴力等により親子交流が適切でない場合があるととも

に、養育費相談とは異なる専門性が必要である。このため、親子交流に関する意義や課題等

を双方の親を含む関係者が認識した上で、取決め・実施が適切になされるよう、国、都道府

県及び市町村は、関係機関や民間団体と協力して周知啓発や相談対応を実施していくことが

重要である。 

（７）福祉と雇用の連携 

（略） 

（８）こどもの貧困の解消に向けた対策 

（略） 

（注）下線は当省が付した。 

 



-74- 

 

資料２-(1)-② 「パンフレット「離婚・別居を考えているお父さんお母さんへ「こどものための共

同養育計画書」を活用した周知・広報について（依頼）」「（ 和年年３月 16 日付けこ

ども家庭庁支援局家庭福祉課及び法務省民事局参事官室連名事務連絡）＜抜粋＞ 

１ 離婚届書と本パンフレットの同時交付の徹底について 

（略） 

本パンフレットを市区町村の戸籍窓口に配架することに加えて、本パンフレットを離婚届書

に挟み込むなどして、離婚届書の交付時に確実に本パンフレットを併せて交付いただき、離婚当

事者への十分な周知を図っていただくようお願いいたします。 

 

２ 離婚届のチェック欄を活用した養育費・親子交流の取決めを促進する取組について 

（略） 

また、離婚届のチェック欄を養育費等の取決めにつなげる取組として、「まだ決めていない」

にチェックがあるときに、ひとり親家庭支援担当部署等の相談窓口につないでいる地方公共団

体もあります。 

こうした例を参考にしていただき、取決めの促進に向けた一層の取組をお願いいたします。 

 

３ 関係部局間での更なる連携の促進について 

（略） 

つきましては、これまでに引き続き、戸籍担当主管部局における活用に御協力いただくととも

に、戸籍担当主管部局からこどもの貧困対策担当主管部局及びひとり親家庭支援担当主管部局

に必要部数を融通していただき、各部局においても本パンフレットを積極的に活用していただ

くとともに、関係部局間での更なる連携の促進に御協力をお願いいたします。 

（注）下線は当省が付した。 
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資料２-(1)-③ 離婚届（様式） 

 

 

 

 

（注）法務省の資料による。 
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資料２-(1)-④ 死亡届（様式） 

 
（注）法務省の資料による。 
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資料２-(1)-⑤ 出生届（様式）※嫡出でない子の場合の記載例 

 

 

（注）法務省の資料による。 
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資料３-(1)-① 「ひとり親家庭等就業・自立支援事業実施要綱」＜抜粋＞ 

４ 事業の内容等 

就業・自立支援に資するものとして考えられる以下の（１）から（７）までの支援等を、地域

の実情に応じて実施するものとするが、効果的なものとなるよう複数の支援等を組み合わせる

ことが望ましい。また、総合的な自立支援を行うために離婚前後家庭支援事業やひとり親家庭相

談支援体制強化事業を組み合わせて実施することも差し支えない。ただし、その場合は合理的な

方法で費用の分担を行うこと。 

なお、当該事業、もしくは当該事業と離婚前後家庭支援事業やひとり親家庭等相談支援体制強

化事業を組み合わせた事業を実施する場所を、母子家庭等就業・自立支援センターやひとり親家

庭支援センター等と位置づけ、ひとり親家庭等にとって身近な場所でひとり親支援が受けられ

ることを示して事業実施することが望ましい。 

（１）～（４） （略） 

（５）広報啓発・広聴、ニーズ把握活動等事業 

ひとり親家庭等への支援については、相談・支援の過程やニーズ調査などを通じて地域の

支援ニーズを把握した上で、地域の支援メニューが地域の支援ニーズに適合したものとなる

よう不断に見直しを行い、中期的な支援メニューの充実方策について母子及び父子並びに寡

婦福祉法に基づく「自立促進計画」に反映させることなどを通じて、支援メニューを積極的・

計画的に整備していく必要がある。 

また、支援施策については、支援を必要とする家庭に必要な支援が届くようにするため、

パンフレットなどの紙媒体をはじめ、メール、ウェブサイト、SNS などのインターネットメ

ディアの活用も含め、ひとり親家庭等が接しやすい方法により情報発信を行い、周知するこ

とが必要である。 

このため、都道府県等において、支援施策の積極的・計画的な実施を図るため、支援施策

に係る要望・意見の聴取やニーズ調査等を行うとともに、各種の広報手段を活用し、地域の

特性を踏まえた広報啓発活動を行うこととする。 

（６）・（（７） （略） 

（注）下線は当省が付した。 
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資料３-(1)-② 「「相模原市ひとり親家庭等訪問相談事業【シングルマザーの就職・転職】案内チラ

シ」＜抜粋＞ 

（注）相模原市の資料による。 
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資料３-(1)-③ 「延岡市ひとり親家庭等学習支援事業案内チラシ」＜抜粋＞ 

（注）延岡市の資料による。 
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資料３-(2)-① 「 和６年度母子家庭の母及び父子家庭の父の自立支援施策の実施状況 

（こども家庭庁支援局家庭福祉課ひとり親家庭等支援室作成資料）」＜抜粋＞ 

  

（注）こども家庭庁の資料による。 
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資料３-(2)-② 「こども施策と生活困窮者自立支援制度との連携について」（ 和７年４月１日付

けこ成環第 152 号、こ成母第 415 号、こ支虐第 100 号、こ支家第 167 号、社援地発

0401 第 21 号 こども家庭庁成育局成育環境課長、こども家庭庁成育局母子保健課

長、こども家庭庁支援局虐待防止対策課長、こども家庭庁支援局家庭福祉課長、厚生

労働省社会・援護局地域福祉課長連名通知）＜抜粋＞ 

２．自治体における生活困窮者自立支援制度とこども施策等との連携について 

 （１）～（３） （略） 

（４）生活困窮者自立支援制度とひとり親家庭等支援施策との連携 

 ①～③ （略） 

  ④（学習支援事業における連携 

   ア 子どもの学習支援事業について 

生活困窮者自立支援制度における子どもの学習・生活支援事業及びひとり親家庭等支 

援施策におけるこどもの生活・学習支援事業については、それぞれ以下の目的・趣旨を踏

まえ、各自治体において、支援に取り組んでいただくとともに、生活困窮者自立支援担当

部署とひとり親等家庭支援担当部署とが相互に連携しながら取り組んでいただけるよう

お願いしたい。 

・ 生活困窮者自立支援制度における子どもの学習・生活支援事業 

貧困の連鎖を防止するため、生活困窮世帯等のこどもに対する学習支援を推進する 

ことを目的として、地域の実情に応じた実施方法により、居場所の提供（生活習慣・育

成環境の改善、社会性の育成）や学習支援（進路相談、中退防止）、親への養育支援を

行うもの 

・ ひとり親家庭等支援施策におけるこどもの生活・学習支援事業 

ひとり親家庭及び低所得世帯等のこどもが抱える特有の不安やストレスに配慮しつ

つ、基本的な生活習慣の習得支援、学習支援や食事の提供等を行い、ひとり親家庭及び

低所得世帯等のこどもの生活の向上を図る。また、大学等受験料、模試費用の補助を行

うことで進学に向けたチャレンジを後押しするもの。 

イ 両事業の効果的・効率的な事業展開について 

両事業については、これまでもそれぞれの目的や趣旨の理解を深めるとともに、相互の

担当部局で連携・調整の上、個々のこどもの状況に応じた学習支援を提供することで、幅

広い対象者に支援が届くよう、地域の実情に応じて、効果的・効率的に事業を展開してい

ただきたい旨をお願いしてきた。また、生活困窮者自立支援法第７条第５項において、任

意事業を実施する際の努力義務として、子どもの学習支援関係施策その他の施策との連携

について規定され、子どもの学習・生活支援事業と他法に基づく学習支援事業との連携が

努力義務とされている。そのため、例えば、学習ボランティアなど事業に関わる人材確保

に関しては、同一自治体内で実施する学習支援事業の担当者間で連携し、学習ボランティ

アの募集を連携して実施することや、学習支援を利用するこどもとボランティアの間に

「コーディネーター」を配置することなど、地域の実情に応じた方策により、効果的・効

率的な事業の推進をお願いしたい。 

（注）下線は当省が付した。 
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資料３-(2)-③ 「「こどもの生活・学習支援事業に関するＱ＆Ａの改正について」「（ 和６年 11月１

日付けこども家庭庁支援局家庭福祉課事務連絡）＜抜粋＞ 

１．生活指導・学習支援 

問１ 生活困窮者自立支援制度に基づく学習支援事業と一体的に実施することは

可能なのか。 

 

（答） 

  可能です。 

  生活困窮者自立支援制度の（「子どもの学習•生活支援事業」とひとり親家庭の「こどもの生活・

学習支援事業」における、それぞれの目的や趣旨の理解を深めるとともに、相互の担当部局で連

携・調整の上、個々のこどもの状況に応じた支援を提供することで、幅広い対象者に支援が届く

よう、地域の実情に応じて、効果的・効率的に事業を展開してください。 

（注）こども家庭庁の資料による。 

 

資料４-(1)-① 「「こども政策の新たな推進体制に関する基本方針」「（ 和３年 12 月 21 日閣議決定）

＜抜粋＞ 

２．今後のこども政策の基本理念 

（１）～（４） （略） 

（５）待ちの支援から、予防的な関わりを強化するとともに、必要なこども・家庭に支援が確実に

届くようプッシュ型支援、アウトリーチ型支援に転換 

専門家の配置や相談窓口の開設といった、施設型、来訪型の支援では、支援が必要なこども

や家族ほどＳＯＳを発すること自体が困難であったり、相談支援の情報を知らなかったり、知

っていたとしても申請が複雑で難しいといった課題がある。来ることを待っていては、本来支

援が必要なこどもや家族にアプローチすることは難しい。 

地域における関係機関や NPO 等の民間団体等が連携して、こどもにとって適切な場所に支

援者が出向いて、それぞれのこどもや家庭の状況に合わせたオーダーメイドの支援を行うア

ウトリーチ型支援（訪問支援）を充実させる。そのための支援者の養成・技能の向上に関する

取組を進める。支援を望むこどもや家族が相談支援に関する必要な情報を得られるよう、SNS

を活用したプッシュ型の情報発信やこどもや子育て当事者にとってわかりやすい広報の充実

強化等を進める。そもそも困難が生じることを未然に防ぐための予防的関わりを重視し、充実

させていく。 

（６） （略） 

３．（略） 

４．こども家庭庁の体制と主な事務 

 ① （略） 

②支援部門 

 １）・２） （略） 

３）こどもの貧困対策、ひとり親家庭の支援 

（略）ひとり親家庭が抱える様々な課題や個別のニーズに対応するため、児童扶養手当等
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による経済的支援のほか、それぞれの家庭の状況に応じて生活支援、子育て支援、就労支援

等適切な支援を実施するとともに、相談に来ることを待つことなくプッシュ型による積極的

な相談支援を行うことや、様々な課題にワンストップで必要な支援に繋げることができる相

談支援体制を強化する。 

（注）下線は当省が付した。 

 

資料４-(1)-② 「こども大綱」（ 和５年 12月 22 日閣議決定）」＜抜粋＞ 

第３（こども施策に関する重要事項 

３ 子育て当事者への支援に関する重要事項 

（１）～（３） （略） 

（４）ひとり親家庭への支援 

我が国のひとり親家庭の相対的貧困率が OECD 加盟国の中でも非常に高い水準で推移して

きた現状を直視し、ひとり親家庭の子育てを支え、高い就労率を経済的な自立の実現に結び

つける。その際、仕事と子育てを一手に担わざるを得ないひとり親家庭は、いわゆる「時間

の貧困」にも陥りやすく、親子で心穏やかに過ごす時間を持てないことも看過してはならな

い。 

ひとり親家庭が抱える様々な課題や個別ニーズに対応するため、児童扶養手当等による経

済的支援のほか、各家庭の親子それぞれの状況に応じて、生活支援、子育て支援、就労支援

等が適切に行われるよう取り組む。また、こどもに届く生活・学習支援を進める。 

別居により実質的にひとり親の状態となっている方を含む多くのひとり親が仕事と子育

てを一手に担わざるを得ない状況にあることを踏まえて、相談に来ることを待つことなくプ

ッシュ型による相談支援を行うことや、様々な課題にワンストップで必要な支援につなげる

ことができる相談支援体制を強化する。当事者の声を取り入れ、ひとり親家庭に対する偏見

や差別のない、当事者に寄り添った相談支援を行う。 

こどもにとって不利益が生じることのないよう、こどもの最善の利益を考慮しながら、安

全・安心な親子の交流を推進するとともに、養育費の履行確保のため、養育費に関する相談

支援や取決めの促進について強化を図る。 

（注）下線は当省が付した。 
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資料４-(2)-① 児童扶養手当の現況届（様式） 

  

（注）こども家庭庁の資料による。 
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資料４-(2)-② 公的年金給付又は遺族補償等の給付が行われる場合の児童扶養手当支給事務の取

扱いに係る事務処理要領＜抜粋＞ 

Ⅰ 受給資格者若しくは対象児童が公的年金給付等を受給できる又は対象児童が父若しくは母の

公的年金給付の加算の対象となっている場合 

４ 物価スライド等による公的年金給付等の額の改定に伴う事務処理 

（１）～（４） （略） 

（５）当該届出は受給者から提出してもらうことを原則とするが、個人番号による情報提供ネッ

トワークシステムを用いた情報連携によりその受給状況を確認できるとき、又は「公的年金

給付等の受給状況確認依頼様式」（別紙様式２－１～２－４）等により日本年金機構中央年

金センター等に対し、まとめて照会を行い、その受給状況を確認できるときは職権に基づい

て手当額の改定を行っても差し支えない。 

この場合、認定請求時や毎年の現況届時等において、物価スライド等による公的年金給付

等の額の改定年度ごとに、事前に受給資格者に対してその同意を求め承諾を得る必要があ

る。承諾を得た上で職権に基づいて手当額の改定を行った場合には、当該届出があったもの

とみなす。 

   （略） 

（注）下線は当省が付した。 

 




